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要旨

古都の独特な風土を形成する上で欠くこと

ができない緑地は，公共財的性質をはじめと

する経済的特質を有するため，保全のために

は政府による政策的介入が求められるー しか

しこのような介入にはそのための財源が必

要であり，どのような論理から調達するかが

課題となる．本稿は，所有者の権利配分，お

よびそれを前提とした政策手段と費用負担の

あり方について概念的に整理したうえで．大

きな役割を担っていると考えられる政府の財

政支出とその財源を鎌倉市の事例から検証

し費用負担の現状と課題を明らかにした．

はじめに

古都と呼ばれる歴史的都市は，その地の緑

地や歴史的建造物等によって形成される独特

の風土を有し，その地の住民はもちろんのこ

と観光客をはじめとする居住者以外の人々

をもたのしませる魅力を有している．緑地は，

レクリエーション空間提供機能や防災機能，

生物多様性保全やヒートアイランド現象の緩

和といった環境保全機能を果たすことはもち

ろんのこと，地域の歴史的建造物と一体とな

って，独特の風土をっくりだすといった景観

形成機能を有する．特に古都の緑地は，御谷

騒動をはじめとする緑地保全通勤を経て，古

都における歴史的風土の保存に関する特別措

置法（以下「古都法」）が制定された経緯が

ある．同法において歴史的風土は，「わが国

の歴史上意義を有する建造物，遺跡等が周囲

の自然的環境と一体をなして古都における伝

統と文化を具現し及び形成している土地の

状況」（第2条2項）とされ，緑地はその重

要な要素と位置づけられている．古都の緑地

は，環境的価値のみならず文化的価値を考慮

する必要がある点で，注目すべき事例である

後述するように，古都の緑地はその経済的

特質から市場では十分に評価されず．保全の

ためには何らかの政策的介入が求められる．

そして，具体的な政策手段の実行にあたって

は，財政支出を伴うものが多いことから，そ

の財源（費用）をどのような論理から調達す

るかという点が大きな問題となる．

よりよい保全の費用負担システムを検討し

ていくためには，どのようにその財源を調達

すべきかという規範面仁実際の費用負担が

どのようになっているかという実態面の双方

を考察する必要がある．前者は．どのような

場合にどういった費用負担とすべきかを検討

するもので，費用負担の制度設計やその実態

を評価する基準となるものである．他方で，

いくら理論上望ましい費用負担が構想されて

も，制度化の可能性やその影響といった実態

面が考慮されなければ，それは空論となって

しまう．両者の相互検討を通して，よりよい

費用負担システムを考察することが求められ

るのである．

古都の緑地が，環境的価値のみならず文化

的価値を有することを踏まえ，環境経済学，

文化経済学の先行研究をみていくと，例えば

諸富（2002a）は，環境政策に関わる規範的

な費用負担のあり方について，いくつかの事

例分析を踏まえつつ明らかにしている．また
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Throsby (2010）は，文化遺産保全に関わる

意思決定のあり方と基本的な費用負担の考

え方について明らかにしている．これらの先

行研究に基づけば．緑地保全のための費用負

担は，基本的にその受益者に求めることが望

ましいと考えられる． しかしながら，これら

の議論は，当該行為は所有者の責任でなすべ

き範囲を超える， という権利配分が前提とな

っており．それとは逆の，所有者の責任と費

用負担でなすべき，という権利配分も考えう

ることに注意が必要である

後述するように， どのような費用負担とす

べきかは，緑地保全の責任をその所有者が負

っているのか否か， という権利配分のあり方

に依存している したがって，規範的な費用

負担のあり方を検討するためには，先行研究

ではそれほど明示的に考慮されていなかった

所有者の権利配分のあり方を．より明確化さ

せた理論枠組みが必要となる．この点を考慮

した自然・アメニティ保全の費用負担の理論

枠組みは吉村（2013）が， Hodge(2000）や

寺西 (1997）等に依拠しつつ明らかにしてい

る しかしながら，誰が費用負担すべきかと

いう規範面の考察が十分になされていないこ

とから，その後に議論されている棚田保全の

費用負担の実態について，評価が不明瞭とな

っている．また財政学の観点からは，固と自

治体の役割分担，および負担配分をどのよう

に考えるか，という課題も残されている

次に具体的な費用負担に関する先行研究を

みていくと，西村（2004）や稲本ら（2009)

など，緑地保全に関する法制度の変遷やその

意義に関する数多くの研究がある一方，その

実態，特に費用負担については十分に明らか

にされていない.CVM等を用いて京都市の

歴史的風土の経済評価を行った青山ら（2000)

では，古都法に関連する財政支出が提示され

ているが，他制度との関係や固と地方の負担

配分等は明らかにされていない 狭山丘陵を

事例に市民団体がどの程度の支出をしている

か明らかにした藤谷（2013）では．埼玉県の

活動内容が主に示されているものの，緑地保

全の全体像や費用負担は不明瞭となってい

る

本稿は， ，＿，_i都の緑地保全の費削負担をどの

ように考えればよいのか，という問題関心の

もと，まず所有者の権利配分，およびそれを

前提とした政策手段と費用負担のあり方につ

いて，政府聞の役割分担や負担配分までをも

見通した，規範的な考え方を提示する．次に，

代表的な古都の lつである鎌倉市の緑地を事

例に，保全のための財政支出とその財源を検

証することで，費用負担の現状と課題を明ら

かにし今後の保全システムを検討するため

に必要な知見を得ることを目的とする．鎌倉

市は，上述した古都法成立のきっかけとなっ

た御谷騒動が起こった場所である 市内では

同法に基づく地域指定をはじめ，緑地をめぐ

る国の主要な法令に基づく事業や，県と市の

独自の取り組みが，行われている．他の代表

的な古都である京都市や奈良市などと比べ市

域が小さく，より実態に沿った分析が可能で

あり，古都の緑地保全の現状と課題や，政府

間の役割分担と負担配分の実際を考察するう

えで有益な事例といえる．以下では，今日の

都市計画で念頭に置かれる緑地（施設緑地と

地域制緑地），特に歴史的建造物等と一体と

なり独特の環境を作り出すような樹林地を主

たる対象として．議論を進めていく．

1.古都の緑地の経済的特質と政策的介入

( 1）古都の緑地の経済的特質

地域の自然環境条件や土地利用形態に依存

しながら，歴史的建造物などと一体となって

形成されてきた古都の緑地は，歴史性を有し

た地域固有財としての特質をもっ．緑地が発

揮する機能として，レクリエーション，防災．

環境保全，景観形成といった諸機能を考える

ことができる（日本公園緑地協会編 2012:3). 

もちろん，既存の緑地を保全せず，他の施設

の供給で当該機能を果たしうるものもあろ

う． しかしながら，古都の緑地の場合，その

地の環境や歴史と連関していることで各種機

能が発揮されるものが多い． したがって，他

の財と代替することや，破壊されれば復元す

ることは．非常に困難で、ある（非代替性・不
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また．緑地は公共財的な特質も有する J・－
述した機能の範囲では．環境保全や景観形成

などはヰ奇に排除が困難であり，対価を支払う

ことなく便益を享受することが可能である．

加えて，緑地の将来利用や存在そのものに意

味を見出すとすれば，排除はより困難である

特に全国的に著名な京都・奈良・鎌倉といっ

た古都の緑地の場合，上記の便益を享受する

人々は全国各地に存在すると考えられる，

他方で地域住民にとって，緑地は分配の公

正という観点から，特定の主体のみでなく，

誰もが享受できるよう，政策的介入が求めら

れる財でもある（丸尾 1997）.換言すれば．

ナショナル・ミニマムやシビル・ミニマムと

して，それを享受できることが望ましい財と

いえる．現実にも．例えば都市公園法施行令

において，市町村区域内の都市公園の住民 l

人当たり敷地面積の標準は. 10 nf以上（第l

条の2）となっており，少なくとも当該範囲

においては政府の対応が求められるといえ

る

以上の古都の緑地の経済的特質を踏まえれ

ば，保全のためには何らかの政策的介入が求

められる．

(2）政策的介入のあり方と費用負担

植田（2002）によると，環境政策手段は，

公有化や土地利用規制等に代表される直接的

手段，課徴金や補助金等に代表される間接的

手段，さらに情報公開や教育等に代表される

基盤的手段に大きく分類することができる I.

そして，こうした政策手段の実行には財政支

出を伴うものが多く，そのための財源（費用）

をどのような論理から調達するかという点が

大きな問題となる．

環境政策に関わる規範的な費用負担のあり

方を明らかにした諸富（2002a）は，「4つの

費用負担原則」として，「原因者負担原則」，「受

益者負担原則」，「納税者共同負担原則J，「潜
在的責任当事者負担原則および拡大原因者負

担原則」を挙げている．そして，農業環境政

策や森林保全の領域においては，代替財の不

存在等のため「原因者負担原則」の適用が困

場iーであること，外till経済が存在することを根
拠に．「受益:f'd＇！銅版則」が適 j日されている
としている．同様に．文化遺産の保全に関わ

る意思決定のあり方と基本的な費用負担の考

え方を明らかにしたThrosby(2010）も，文

化遺産が外部便益を生み出していることを念

頭に置きつつ，基本的には文化遺産から便益

を享受する主体が支払うことが望ましいとし

ている．これらの議論に基づくと．外部経済

の発生を根拠に，緑地保全を受益者の負担に

よって行うことが望ましいと考えられる．

しかしながら，植田（2005）で指摘される

ように，個別の事例についてどのような費用

負担とすべきかを考えるためには．環境と開

発に関する権利配分を考慮する必要がある

植田（2005）は，森林の間伐事業に関する費

用負担を，水源酒養機能回復の恩恵、を受ける

水利用者と，間伐事業を必要とさせる原因を

つくった森林所有者の，いずれに求めること

も可能としている．緑地保全の場合も同様に．

諸富（2002a）やThrosby(2010）の前提と

は逆に，当該行為をしないことを外部不経済

の発生とみなし彼らの責任と費用負担で対

応を求めることも可能なことに注意が必要で

ある．すなわち，緑地保全を求めるため，所

有者にそれに関わる費用を支払うべき，とい

う権利配分でなく．所有者の責任と費用負担

で対処すべき．という権利配分を考えること

も，理論上は可能なのである．実際，後述す

る市街化調整区域では，原則として開発は認

められず．それに対する補償も不要と解され

ている．市街化調整区域内の緑地の所有者は，

開発によって得られるであろう利益を享受す

ることができず，機会費用は所有者の負担と

なっている 1

このような所有者の権利配分を考える上

で， Hodgeの提示した参照水準（reference

level)の考え方は有益である (Hodge1989, 

2000）.参照水準は，個人の財産権に関する

特定の配分を確定するもので，所有者等の責

任で達成すべき環境の質を指すi' そして，

参照水準の位置関係によって，政策手段や費

用負担のあり方が変化することになる．吉村

(2013）は， Hodgeの参照水準，および寺西

Q
d
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(1997）の「費用負担原理」などを子掛かり

としながら，所有者の権利配分とそれに某づ

く負担配分のありん－について概念的に示し

た 緑地を念頭に置きつつ議論をまとめると

以下の通りとなる I.

まず，所有者が参照水準までの質を達成し

ておらず．その責任を果たしていない場合，

彼らは外部費用を発生させる原因者（Polluter)

とみなされ，原因者支払原則（PolluterPays 

Principle : PPP）に基づく費用負担が求めら

れるh PPPを前提とすれば，規制や課税を

政策手段とし参照水準までの質は所有者の

自己負担で達成する，応因型“の負担配分が

論理的に導かれる＇ • 
他方で．所有者に参照水準を超える質の達

成を求める場合，彼らは外部便益を供給する

供給者（Provider）とみなされ，供給者取得

原則（ProviderGets Principle : PGP）の観

点から供給者に対する支払が求められる．た

だし負担配分については．応能型．応益型，

応関型のいずれも採用することが可能であるメ．

さらに，所有者が参照水準の範囲内の質を達

成する場合．外部費用を発生させているとも

外部便益を供給しているともみなされない

（「不確定な領域」）．これは，外部費用を発生

させていると判断される領域ι外部便益を
供給していると判断される領域の．中間にあ

る領域である．この場合， PPPやPGPを適

用することはできず，彼らの自主的な取り組

みとして．応関型（特に自発的関与）の負担

配分が位置づくと考えられる．

以上の議論は，いわゆる外部性に対してど

のような対処がありうるか，概念的に整理し

たものではあるが，誰が保全に関わる費用を

負担しなければならないのか，という規範的

な議論は十分になされていない．特に．外部

便益の供給に対する PGPのみでは望ましい

費用負担のあり方は導かれず．費用負担の制

度設計やその実態を評価する基準としては不

十分で、ある．次節では．環境経済学における

費用負担論の系譜の中で，規範的な費用負担

のあり方について論じている，植田（1996,

2005），諸富（2002a）リなどを手掛かりとし

ながら．権利配分のあり方を考慮しつつ費用

負担！の規範的な考え)jを検討していく そし

て．これらを念頭に置きつつ財政支出を分類

することで・＊稿の分析視角を提示する

2.財政支出の分析視角

( 1）規範的な費用負担の考え方

植田（1996,2005）や諸富（2002a）の議論

をみると原因者負担，受益者負担．納税者

負担という 3つの規範的な考え方にまとめる

ことができ，他の論者も，これを基本として
いる］｛）

原因者負担は，施策実施の原因者が，当該

施策の実施に関わる費用を負担すべきという

規範的な考え方であり，負担配分は基本的に

応因型となる．これに対し受益者負担は．施

策実施の受益者が，当該施策の実施に関わる

費用を負担すべきという規範的な考え方 II

であり．負担配分は基本的に応益型となる

さらに納税者負担は．納税者が，当該施策の

実施に関わる費用を負担すべきという規範的

な考え方である．これらは，特定の施策実施

の財源を．誰から調達するか検討する際に，

従うべき考え五として，位置づけることがで

きる（以下「財源調達ルールJ.あるいは「ル
ール」）．

なおここでいう「税」は，強制性と無償性，

収入性を特徴とする租税を指し目的税によ

る財源調達は納税者負担の適用とは別の文脈

で解釈する方が望ましい場合があることに注

意が必要で、ある 例えば，県が森林整備の財

源調達のため，県内の個人や事業者を受益者

とみなし県民税超過課税を実施した場合，

当該費用負担は受益者負担の文脈で解釈する

方が望ましいであろう．納税者負担を採用し

た場合．費用負担者と対象事業との直接的な

連聞がなくなり，応因型，応益型といった上

述の負担配分論で検討することは困難であ

る．他方で．国・自治体で事業費の負担配分

をどのように考えるかという論点が生まれる

(2. (3）参照）

それでは各ルールは， どのような場合に適

用することが求められるのであろうか 1.(2) 
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との関係をE昔まえると， PPPカt求められる

範ド＂＇では原｜持者負引が， PGPが求められる

範凶では受話者負tu.と納税者負担が候補とな
るが．どのようなルールを選択するかは，各

ルールの適用によって期待される効呆によっ

て判断される必要がある．そこで，特に受益

者負担と納税者負担の関係に留意しつつ，（動

学を含む）効率性や保全への効果．公平性と

いった観点から各ルールを検討・していく．

(2）各ルールの位置づけと適用するための

条件 12)

各ルールを考察するうえでまず注目すべき

点は，納税者負担とそれ以外のルールとの違

いである 納税者負担の下では，国民（企業

を含む，以下同じ）や特定の行政区域内の住

民全員が．租税法をはじめとする既定の制度

に従って費用負担することになる．他方でそ

れ以外のルールの場合．特定の主体が費用負

担することになり，原因者や受益者とみなさ

れない主体は．費用負担が求められない．

原岡者負担と受益者負担は対照的な考え方

ではあるが， ともに特定の主体による費用負

担であかそれが生む諸効果は類似している

諸富（2002a）で指摘されるように，原因者

負担を採用する場合，原因者自身の費用負担

を削減するための努力や技術革新を誘発する

点で，効率性の向上や保全への効果を期待す

ることができ，また問題を作り出した主体が

問題解決のための費用を負担するという意味

での公平性も満たす．同様に受益者負担を適

用することで，受益者に過剰なサービス消費

を防ぐようなインセンテイブを持たせること

から．効率性の向上が期待でき，また便益を

享受した主体がそのための費用負担をすると

いう意味での公平性も満たす．そして以上の

ような諸効果は，それぞれ応因型・応益型の

負担配分となることで，高まると考えられる！＼

一方納税者負担の場合， 上記のような諸効

果を期待することは難しい．問題解決のため

の施策や公共サービスを．普通税を中心とす

る一般財源で、賄った場合，作り出した問題や

受益の程度と無関係に税負担が生じるため，

問題解決のための誘因を削いだり．サービス

を過剰に消費するuf能性がある．さらに， ,. 
述した意味での公平性も満たさない． したが

って.PPPの範聞では応因到の原凶者負担を．

PGPの範囲では応益型の受益者負担を採用

することが，その諸効果を考慮すれば．より

望ましいといえる

しかしながら．あらゆる場合に応因型の原

因者負担や応益型の受益者負担を採用するこ

とは困難である．前者を採用するためには，

原因者が特定できること，特定された原因者

が当該費用の負担能力を有することが少なく

とも必要である．同様に後者を採用するため

にも．一定の便益が特定の個人や集団に帰属

する（受益者が特定できる）こと，ナショナ

ル・ミニマムやシビル・ミニマムを超える事

業であることが少なくとも必要である．この

ような限界を踏まえつつ，一方では応因型の

原因者負担や応益型の受益者負担を基本と

し他方では費用負担者の能力面や当該事業

への関与面を考慮するなと＼多様な負担配分

を検討する必要があるーそして，汚染度や原

因への寄与度．受益の程度等を何らかの形で

示しつつ，費用負担者が納得するような費用

負担のシステムを検討していく必要があるの

である．

以上を踏まえれば＼納税者負担は，他のル

ールを採用することが困難な領域で採用する

ことが求められる．受益者負担との関係で考

えれば．特定の主体以外も便益を享受するこ

とができ．かつ事業の必要性が示されるよう

な場合，ナショナル・ミニマムやシビル・ミ

ニマムに関わるような事業である場合に採用

が求められる．このような考え方は，原因者

負担に明示的な言及はないが，文化政策に関

わる費用負担の規範的な考え方とも符合する

ものといえる（後藤 2005; Throsby 2010な

ど）．

(3）国・自治体の役割分担に関わる規範論

ここまで費用負担に関する規範的な議論を

提示してきたが．財政学的にはさらに検討す

べき点がある．それは，緑地保全に関して政

府間でどのような役割分担を考えていけばよ

いか，という点である．納税者負担を採用し

1
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た場合の，政府間での負担配分に閲する規範

而iの考察も残されている．
環境政策に関する政府間の役割分担につい

ては．諸富（2002b,2008a）が，当該問題の

越境の程度と越境性に対する当該地万政府

によるコントロールの可能性を判断基準とし

た．規範的な考え方を提示している そして，

緑地保全に関連するであろう，都市計画（景

観を含む）や土地利用（土壌，地下水）につ

いては市町村＼地域計画（森林保全を含む）

については都道府県，環境に関する最低要求

水準の設定 II については国の役割として位

置づ、けることができるとしている ここでは

基本的に， i益出効果が認められる場合はその
程度に応じ上位政府の関与が．特にナショナ

ル・ミニマムに関わるような事項については

国の関与が，求められている．そして．財政

移転や独自課税などを通し，これらに応じた

負担配分となることが望ましいと考えられて

いる．

また．文化政策に関わる政府間の役割分担

について論じた後藤（2005）は，公的支援の

根拠として，再分配，資源配分の効率性，外

部性を挙げている．そして，固による公的支

援の根拠としては，特に再分配が，地方レベ

ルでは3つの観点すべてが問われるとしてい
る．これは，諸富の議論とも符合するものと

考えられる ナショナル・ミニマムはもちろ

んのこと， j益出効果も国レベルの外部性とな

れば，国による公的支援の根拠となるからで

ある．

もちろん，これらの配分は相対的なもので

あり，現実には，特定の層に機能を完全に帰

属させることは不可能である 以上の規範論

を前提としつつ実態を検討することで，より

よい保全システムを考察していくことが必要

である．

(4）財政支出の分類

実際の財政支出を分析するにあたり，その

総額のみをとらえても，政府間での負担配分

や，当該支出が緑地保全の観点からどのよう

な意味を持つのか，明らかにできない 以下

では，参照水準の議論を踏まえつつ，支出を

そのm途に応じて分類することで． k記の観
点を検討する 1.・,.

ここまで議論してきたように，財源調達に

ついて特に問題になるのは．参照水準を超え

る範囲に政策目標が設定された場合である

ここで政府のとりうる対応は大きく 2つに分

けられる 第lに公有化などにより政府が自

ら土地の所有者・管理者になか求められる

水準まで管理するという対応，第2に私人の

所有者・管理者という立場は保持したまま，

補助金等を出すことで，求められる水準まで

の管理を私人に求めるという対応である，以

とを踏まえると．政府の支出は大きく 3分類

できるーすなわち，第lの対応の場合に生じ

る，①緑地の権利移転に関わる支出，②（権

利移転の問題を解決した）緑地の整備・維持

管理 lいに関わる支出，および第2の対応の

場合に生じる，③整備・維持管理を実施する

私人への補助金等のー支出で、ある．

を）の具体例としては，公有財産購入費，賃

借料などを挙げることができる．これらの支

出は，所有権をはじめとする権利に対する支

出であるため，緑地の質には直接寄与しない

これに対し②は，緑地の質に直接寄与するよ

うな支出である 具体的には，枝打ちゃ下草

刈りの委託料などを挙げることができ，この

支出が十分でないと，求められる保全の水準

を達成することができない，あるいは緑地の

質が劣化してしまう可能性がある．さらに③

は，緑地の質を維持，あるいはよりよい水準

まで質を高めることを私人に求めるために，

支出されるものである しかしながら，実際

に補助金等の交付によって一定の管理がなさ

れるかは，実施主体である所有者の意思決定

に依存するため自明でない．この点は．事例

分析においても lつの論点となる

以上の分析視角に基づきつつ，以下では，

古都鎌倉の緑地を事例に，費用負担の現状と

課題を検討していく．

つhM
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3.鎌倉市における緑地保全に関わる制度

( 1）鎌倉市の概況と取り組みの経緯 17)

鎌倉市は，神奈川県の南東部にある人LJ

17.4万人（2011年），総面積39.5krri，鶴岡八

幡宮や円覚寺といった貴震な文化財を抱え．

年間約 1800万人（2011年）もの観光客が訪

問するなど日本を代表する歴史的都市の lつ

である．市の主な緑地についてみると， 2011

年度末現在の数値で施設緑地である都市公園

が99.6ha（市域の 2.5%，ただし供用面積），

未供用の緑地をはじめとする市の管理する緑

地が96.4ha(2.4 %に地域制緑地は後述する

歴史的風土保存区域が982.2ha(24.8%に歴

史的風土特別保存地区が573.6ha0 4.5 % ) . 
近郊緑地保全区域が294ha(7.4%），近郊緑

地特別保全地区が 13lha(3.3%），特別緑地

保全地区が42.4ha( 1.1 % ）となっている．

このように，様々な制度の網をかけること

によって今日の市内の緑地は存在している

が．かつては現在以上に豊富な緑地が存在し

た． しかし 1950年代後半～ 1970年代にか

けて．転入者の増大により人口が急増し＂.

鎌倉は東京のベットタウンとして開発された，，，

そして， 1921年， 1947年ともに約 2400ha

(61 %）あった樹林地は， 1962年には約

1900ha (48%に1973年には約 1600ha(40%) 

と急激に減少していった川田

急激に進む土地開発は，新旧の鎌倉市民に

波紋を投げかけることとなった．古くからの

鎌倉市民は，今まで当然のように享受してき

た鎌倉の環境が激変していく様を問題視し

新たに鎌倉に転入してきた市民は，鎌倉の環

境を求めてきたにもかかわらず，当初の様と

変わっていくことに反発した 特に，市の歴

史的風土を形成するうえで欠くことのできな

い．谷戸の緑が宅地に改変されていったこと

に対し多くの市民が反発した．

(2）御谷騒動と古都法の制定

高度成長期は「緑地にとっては危機の時代」

（稲本ら 2009 127）であった．当時も緑地

保全に関わる制度として．施設緑地設問に関

係した部rli公｜京l法．史跡、等の記念物について
定めた文化財保護法.Jg¥lf土地区というゾーニ
ングについて定めた旧都市計両法などがあっ

た．しかし古都の緑地はもちろんのこと．

而として緑地保全を考えるうえでいずれも課

題を抱えていた＂.

このような中で， 1963年12月に．鶴岡八

幡宮の裏山にあたる御谷地区において，宅地

造成計画が持ち上がった これに対し八幡

宮宮司ら地元の御谷照光会や鎌倉の自然を守

る会などが．宅地造成反対運動を展開した．

ここでは，工事を強行しようとするブルドー

ザーの前に市民が立ちふさがるなど，激しい

緑地保全運動が展開された（御谷騒動） そ

の後， 1964年には市出資の財団法人鎌倉風

致保存会が誕生し募金等 1500万円で建設

予定地の111林 l.5haを買い取ることによっ

て，開発が中止となった．こうした古都の緑

地を守る動きは京都・奈良などでも展開され．

1966年 1月には．京都・奈良・神奈川 3府

県選出の国会議員による超党派の議員立法と

して，古都法が制定された立 対象市町村は

限定されていたが（現在は 10市町村），緑地

を現状凍結的に保存するための施策が， 日本

の都市計画史上初めて実現した

「わが国固有の文化的資産として国民がひ

としくその恵沢を享受し後代の国民に継承

されるべき古都における歴史的風土を保存す

る」（第 1条）ことを目的とした古都法は，

内閣総理大臣 1；が「歴史的風土を保存する

ため必要な土地の区域」（歴史的風土保存区

域）の指定を行うことができるとしている（第

4条 l項，以下「4条区域j). 4条区域に指

定されると，区域内で「建築物その他の工作

物の新築，改築又は増築」といった第7条l

項に定める行為を行う場合には，府県知事に

届出を行う必要がある．

さらに， 4条区域の枢要な部分については，

規制をより厳しくした地域指定（歴史的風土

特別保存地区）を行うことができる（第6条
l項，以下「6条地区」） ~I. 6条地区に指定

されると， I：記行為にいくつかの新たな行為

を加えた第8条l項に規定される行為を行う

場合は，府県知事の許可が必要となり，許可

q
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基準も非常に厳しくなっている．このような

現状凍結的規制を考慮して．不許可処分に対

しては府県による損失補償や土地の買入れが

できること，それに対し国は一部を負担す

ることが定められている．また，「歴史的風

土の維持保存及び施設の整備に要する費用」

について固が補助できる旨も規定されてい

る 同法に基づき＇ 1966年に 4条区域が

695ha. 1967年に6条地区が226.5ha指定さ

れた．

(3）古都法制定後の取り組み

古都法に続j 他地域の緑地をも対象とし

た法令が制定された．主なものとして，首都

圏近郊緑地保全法 (1966年），近畿圏の保全

区域の整備に関する法律 (1967年）．都市緑

地保全法 (1973年）を挙げることができる．

そして．近郊緑地保全区域おl は4条区域，

近郊緑地特別保全地区・緑地保全地区出は6

条地区と，ほほ同じ規制内容となっており，

一定の行為を行う場合．前者は都道府県知事

への届出が．後者は許可を受ける必要がある．

特に後者については， 6条地区同様，現状凍

結的な厳しい規制が課されており，行為規制

に対する損失補償や買入れに関する規定．こ

れらに対する国の補助規定もある ただし

当時の市内での指定は近郊緑地保全区域

(243ha, 1969年）のみであり，古都法に基

づく指定が中心であった（以下， 4条区域等

の緩やかな規制区域を「保全区域」， 6条地

区等の現状凍結的な規制区域を「特別地区」）．

また，緑地のみならず，「都市の健全な発

展と秩序ある整備」を図るため＇ 1968年に

新都市計画法（以下「都市計画法j）が制定

された 都市計画法の最も大きな特徴は，市

街化すべき区域である市街化区域と当面市

街化を抑制する市街化調整区域を分けたこと

にある（以下「区域区分」）．そして市街化区

域と異なか市街化調整区域では原則として

開発は許可されず，またそれに対する補償も

不要と解されている，； • したがって．同区域

に指定されることは緑地を確保するうえで大

きな意味を有することになった出＇.同法に基

づく区域区分は 1970年に行われた．ここで．

-44 

保全l><:t.或は基本的に 1Ii街化調整IX:域に含ま

れ，、＇'1該地での大規模開発は減少することに
なった引 なお，以後の国レベルでの緑地保

全に関わる制度の制定等は．都市緑地保全法

が都市緑地法に改正された点 U を除きほほ

ない．

以上の国レベルの制度に基づく事業に加

え．自治体独自の取り組みも進められていく

特に， 1970年には革新系の市長である正木

千冬が当選し正木市長の下で鎌倉市緑化の

推進及び樹木等の保全に関する条例（1972年）

の制定，市長の諮問委員会である緑化審議会

の設置，保存樹木等の指定制度：ll・ （以下「保

存樹林制度J）の創設等がなされた．また同
時期に県は，自然保護奨励金制度口 (1974年）

を創設した．

このような形で，主として寺社を取り囲む

ような山林は保全のための施策がとられてき

た一方で．これらの緑地と連続はするものの

特別地区にも市街化調整区域にも指定されな

かった市街地の緑地などは，開発圧力にさら

されることになった．特に＇ 3大緑地とよば

れる台峯・常盤山・広町の緑地をいかに保全

するかが争点となり， 20年以上にわたる住

民運動が展開された口．こうした運動の成果

もあり，これらの緑地は既存の制度を組み合

わせることによって保全が目指されることに

なった：n これら以外の市街化区域にある緑

地についても，都市公園の設置や特別緑地保

全地区指定，市民緑地：；，；の設置，市独自の

政策である樹林維持管理制度引，.(1988年），

緑地保全契約制度＂ 0989年）等によって保

全のための一定の措置がなされていった

4.参照水準と財政支出

( 1）ゾーニングと参照水準

第3節でみてきたように，鎌倉市内の緑地

保全のために．国の法令に基づく事業に加え

自治体独自の様々な施策がとられている 図

はこれらの制度の規定を踏まえ，主なゾーニ

ングと参照水準の位置関係を示したものであ

る．
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自治イ本カf独自に制度fl二した件税補助金を受け
とることも可能となる

以上の結果として，凶」：で、「RL（参照水

準）＜既存の状態」となっていることからも

わかるように．既存の状態以上の管理はもち

ろんのこと，一定程度の質の劣化も許容され

る体系となっている 参照水準と目標となる

緑地の質との差が大きいほど．所有者への支

払が必要な領域は増えるが，今日の制度体系

は， ①開発の不許可処分に伴う特別地区の買

入れや，都市公園として積極的に取得する等

によって．政府が緑地の管理主体となり，自

ら目標とする質までの管理を行うか， ②補助

金等の交付によって．所有者に目標とする質

まで、の管理を行ってもらう形になっている。

(2）緑地保全のための費用負担 40)

次に，実際の費用負担がどのようになって

いるか，その背景を含めみていく．この間の

鎌倉市内の緑地保全のための施策の実施主体

は，県と市に大きく分けられる 県は古都法

に基づく事業および自然保護奨励金の交付を

実施しそれ以外は主に市が実施している

これは．市内に国立・県立の都市公園がなく，

県が事業主体となる.6条地区以外の特別地

区の指定も近年までなされていなかった II

ためである 実際の支出額をみると， 古都法．

都市公園法，都市緑地法それぞれに基づくも

のが，大部分を占めている．これらの財源は．

基本的に上位政府からの補助金と一般財源等

となっており lに 納税者の負担による財源調

達が中心となっている

ただし市の財政支出の財源について． 基

金制度も存在することは特記すべきである

（鎌倉市緑地保全基金）．これは，緑地を保全

することを目的とする事業の推進を図るため

に1986年に設置されたものである．基金の

主たる財源は，市の積立と寄付金となってお

り． これらが利子等の基金収入を生み出すこ

とを含め，緑地保全の財源として一定の役割

を果たしている 具体的な内訳をみると，例

えば2010年度末の基金現在高約20億円に対

して，基金収入（約270万円）， 寄付金 （約

670万円）， かながわトラストみどり財団 l:i

助成金（約220Jj[JJ）が2011年度に繰り入

れられ．緑地保全に対する市の財政支出の財

源として約4億円が基金から繰り出されてい

る．

次に具体的な経費の内容と政府間での負担

配分についてみていく （表参照）．まず総額

についてみると。例えば2011年度の数値で

は．総額24億円の支出について国が33%.

県が1l %.市が57%という負担配分となっ

ている．特に．市の負担が全体の5割前後を

占めるのに対し古都法に基づく事業の実施

主体である県の負担が相対的に小さい．

使途別にみると権利移転に関わる支出が

総支出の大部分を占めている これは．私人

に代わり政府が緑地の管理主体となる事例が

複数あるためであることはもちろんのこと．

借地のような方法でなく，基本的に土地取得

の形で権利移転がなされているためである u

次にその負担配分についてみると，固と市の

負担が大きくなっているが，ここには国庫補

助制度の影響を読みとることができる．土地

取得に関わる国庫補助制度では， 6条地区に

ついては国が7110となっており，都市公園

(1/3），特別緑地保全地区 (1/3）と比較して，

国の負担が大きくなっているのである．実際，

県は毎年度 lOha前後の買入れを行っている

が，他と比較して負担は小さい これに対し．

市が買入れ主体となる緑地に対する国庫補助

は相対的に小さく，市の負担は相対的に大き

い．国の負担は市と同程度になる年度もある

が，これは古都法適用外の地域では見られな

い負担配分と考えられる．

ただし市の同負担が大きい背景として，

県と市で取得対象となる緑地のゾーニングが

異なっている点には注意が必要である．前者

は市街化調整区域内の6条地区であるのに対

し後者は市街化区域であることが多く，地

価も相対的に高い（ また，市はこうしたゾ

ーニングに関する権限を． ほとんど有してい

ない点にも注意が必要である.2011年度時

点において．区域区分はもちろんのこと．特

別地区については．県が都市計画決定できる

とされている川 市は，地域指定の拡大を上

院政府に陳情するか．日I］の保全策を検討し問
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から補助金を引きIUさざるを得ないなかで．
1：地取得等を行っている．県による指定医域
拡大等が限定的 1；ななかで，結果的に市は

地価の高い緑地を取得しているのである

続いて整備・維持管理に関わる支出をみる

と，市の負担が国や県に比して大きくなって

いる．整備・維持管理に関わる国庫補助は，

施設整備に対して l氾とされている一方で．

下草刈りに対する委託料なと＼日常的管理に

必要となる事業は補助の対象とならない そ

のなかで，特に市の負担が大きくなっている

のである また，同支出を通して適正な管理

がなされているか，不確かな側面もある 毎

年度緑地を取得していることを考えれば，同

支出は経年的に増加せざるを得ない．しかし

実際にそのような支出の変化は観祭されず，

取得した緑地が｜－分に管理できていない可能性

がある＇・＇.このような問題意識もあり，部分

的ではあるが市は取得した緑地の適正な管理

のための事業を 2009年度より実施している

他方で，県有地（6条地区）ではこのような

事業は実施されておらず，質の劣化が特に懸

念される

さらに，補助金等の支出をみると lペ特に

市の負担が大きくなっている．これは，当該

支出に関わる国庫補助制度がなく，県の事業

は市の補助金より単価の低い自然保護奨励金

交付加1に限られているためである もちろん，

公聞を前提に公有化した緑地と異なり，私有

緑地は，公開のための施設整備が不要といっ

年度

表緑地保全のための財政支出の推移

2003 却04 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

総額（億円） 58* 2~ 43 39 29 26 28 25 24 

国 19 37 31 35 40 38 37 35 33 
負担割合（%） 県 7 21 10 12 13 12 13 11 11 

市 74 42 60 53 48 50 50 54 57 

権利移転（億円） 53 12 ~2 31 2~ 21 22 19 18 
国 21 57 38 38 46 45 45 41 38 

負担割合（%） 県 5 21 8 8 12 11 11 9 8 

市 74 22 54 54 41 44 44 50 ~4 

取得緑地（ha) 24 11 19 18 19 17 18 14 12 

整備・維持管理（億円） 5.1 7.5 9.~ 7.8 5.4 4.7 5.6 5.1 5.3 
国 6 7 9 23 14 10 9 13 15 

負担割合（%） 県 21 22 15 29 15 16 22 20 21 

市 72 71 77 48 71 75 68 67 63 
取得緑地累計（ha)** 143 153 172 191 210 226 244 258 271 

補助金等（億円） ~.4 0.4 0.4 ~.4 0.4 0.4 0.4 ~.4 
国 0 0 0 0 0 0 0 0 

負担割合（%） 県 - 14 11 8 8 8 8 8 8 

市－ 86 8~ 92 92 ~2 ~2 ~2 92 
対象面積（ha)*** - 389 396 393 391 379 376 367 350 

＊資料制約により.2003年度の補助金等の推計ができなかったため句［亘l金額を合まない

判資料で綿一認できた 1961年度以降の買入れ緑地の紫計11Ji積

ヰホド貴裕iを避けるため保存樹林指定地域と緑地保全契約締結地の介計値としている

II＼所鎌倉市資料．神奈川県資料より当~：1'針作成

円

J
A
せ
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た側而jがある しかし，下車刈りの委託費等

を中心とする県ゃーrfiが「維持管理jと位置づ
けている支出を．購入した土地の累計面積で

除した値は.2011年度で 129円Irriとなって

おり，補助金等をその交付対象面積で除した

値である 11円Irriとは 10倍近く聞きがある目

仮に．政府が行っている管理でも十分で、ない

とすると，私有緑地は，問題がより深刻化し

ている可能性がある 上述した樹林維持管理

制度は，私有緑地の管理面で一定の役割を果

たしているものの．市の予算制約もあり，実

施範囲は限られている訂ー

(3）実際の費用負担の評価

最後に．鎌倉市の緑地の特質や第2節で示
した規範的な考え方を踏まえつつ，実際の費

用負担がどのような意味を有するのかみてい

く．

参照水準を超える質の達成を求める場合．

供給者に対する支払が必要（PGP）となり，

財源調達ルールは，受益者負担と納税者負担

が候補となる．採用によって発揮される諸効

果を考慮すれば．受益者負担の採用がより望

ましいが，そのためには． ①一定の便益は特

定の主体に帰属すること， ②ナショナル・ミ

ニマムやシビル・ミニマムを超える事業であ

ることが少なくとも必要である．

まず①について，鎌倉市民は当然のこと，

年間 1800万人もの観光客は．歴史的建造物

と一体となった緑地をたのしむといった便益

を現地で享受し彼らを対象とした観光産業

も同様に収益を得ている．また．古都鎌倉と

いう全国的に著名な地域であることを踏まえ

れば．現地を訪問せずとも．景観イメージの

消費や将来利用のオプションを残すといった

形で便益を享受している人々が全国各地に存

在することが予想できる．もちろん．彼らを

受益者と位置づけ負担を求めうるが，受益に

対し支払をしない人々のみを排除することは

困難である．特に，現地を訪問せずに便益を

享受している全国各地の受益者についてはそ

れが顕著である．他万で、②について．少なく

とも 1983年度に策定された市の「緑のマス

タープラン」において． 目標年次である
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2010 ij：に l人男たり都市公凶lfii積が 14.4ni 

となっていたのに対し 2010年時点では 5.7

niとなっていること 氾．また者IS市公園法施行

令において，市町村L｛域内の都市公園の住民
I人当たり敷地面積の標準は 10ぱ以上とな

っていることから， 一定程度の納税者による

負担が求められる

以上から．当該ケースでは受益者負担を採

肘できる余地はあるものの，納税者負担が中

心となるべきであり．現在の納税者の負担を

中心とした費用負担は一定の意義を有すると

いえる．他方で，現地で便益を享受している

観光客や関連産業などの場合，全国各地に存

在する受益者と比べ排除は相対的に容易で、あ

る．彼らを受益者と位置づけ．費用負担を求

めるためのシステムを干食言すしていくことが．

課題として残される．ここでは．観光客等が

享受している便益をどのように評価しどの

程度の費用負担を求めるか．どのような方法

で徴収するか．といった点の検討が必要で、あ

か最終的に費用負担者の納得が得られるよ

うな費用負担のシステムを構築していくこと

が求められる

さらに費用負担の観点から注目されるの

は，寄付金である 寄付－をした人々の属性に

ついて詳細な調査はなされていないが．重要

な点は，少なくとも納税者の負担とは異なる

形で， 一定の費用負担がなされている点であ

る．これは．観光客や関連産業など現地で便

益を享受している主体から，必ずしも便益を

享受していない主体までもが，既存の負担分

を超えて費用負担できるシステムと解釈でき

る．そして，こうしたルートがあることで，

財i原調達ユ；ヵz11r能になることはもちろんの
こと，より多くの財源確保のために，事業内

容の工夫や情報公開など．より積極的な事業

展開が行われる可能性がある 日 このような

意義を有する寄付のような費用負担は，第2
節で議論したルールでは十分に位置づけられ

ておらず，さらなる検討が求められる ，・，：， .

次に．政府間の役割分担および負担配分に

ついてみる．まず土地取得については.6条

地区のように．国家的見地からも特に重要性

を有する（と判断される）緑地について．事
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業主体は県であるものの．｜玉｜の負担が大きく

なっていた目 －H.特別緑地保全地医など，
よりローカルなレベルで評価対象となるであ

ろう緑地については，主として市が事業主体

となっており，国の負担はナショナル・ミニ

マム面に配慮しつつも．相対的にその割合が

小さくなっていたーこれは.l益出効果やナシ
ョナル・ミニマム面が一定程度考慮された制

度設計と解釈でき．現状の固と市の負担が大

きくなっている負担配分は一定の意義を有す

るといえる ただし上述のとおり．市がゾー

ニングに関わる権限をほとんど有していない

点には，注意が必要である．

これに対し整備・維持管理については，

このような制度設計となっておらず，施設整

備に対して一定の補助がなされているのみで

あった．下草刈りなど，緑地の日常的管理を

積極的に行ったとしても．実施主体はそれに

対する財政面の支援をほとんど受けることが

できず，現状では市の負担が相対的に大きく

なっていた 急斜面の緑地などは．適切な管

理がなされなければ．土砂崩れ等によって喪

失する可能性がある 県有の6条地区につい

ては特に質の劣化が懸念されるが，古都の緑

地は非代替性と不可逆性を有する地域固有財

であること．古都法の制度趣旨を踏まえれば，

県のより積極的な管理が求められる．また当

該地について，国家的に重要性を認めている

ことから．県の対策に対し国は一定の費用負

担をすべきといえる．

最後に，補助金等の支出については，国の

関与は全くなく．負担配分も市の負担が中心

であった 私有緑地の質の劣化が予想される

中で， 上記と同様の観点を踏まえれば．少な

くとも古都法に基づく指定区域など，県が事

業主体となる区域については，国や県のより

積極的な対応が求められる ただし具体的

な対策のあり方についてはさらなる検討が必

要である．現在の補助制度で特に問題といえ

るのは，その交付方法である 3. (3）で示

した補助制度は，基本的に面積当たり一定の

金額が，所有者に対して支払われるのみであ

り．より高い質を達成しようとすると，所有

者は自己負担で経費を賄わねばならない．図
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のような参照水準を前提としより高い次元

の緑地保全を目指すのであれば．私人に緑地

管理のインセンテイブを与えるような制度設

計を検討していく必要がある.－；；

5. まとめと今後の課題

本稿は，古都の緑地保全の現状と課題古

鎌倉市の事例から明らかにし今後の保全シ

ステムを検討するために必要な知見を得るこ

とを目的としていた

ます、参照水準は，市街化区域・市街化調整

区域の区域区分を基礎としつつ，保全区域や

特別地区への指定等がなされることで，変化

していた．これらの参照水準を前提とした支

出について，主として納税者の負担によって

その財源を調達していたが，寄付のような費

用負担も一定の役割を果たしていた．確かに，

受益に対し支払をしない人々のみを排除する

ことは困難であることやナショナル・ミニマ

ム等の観点を考慮すれば，納税者負担がルー

ルとしては有力となり．現状の費用負担は一

定の意義を有する．他方で，観光客や関連産

業といった受益者から費用負担を求めるため

の制度設計や．寄付のような費用負担を理論

的にどのように考えるか，といった課題が残

される．

次に，第2節で示した経費分類を踏まえつ

つ政府聞の役割分担および負担配分について

みると，土地取得面については一定の評価が

できるものの，管理面については課題が残る

ことを指摘した 特に古都法に基づく指定区

域など，県が事業主体となるべきものについ

て，国や県がより責任を持つべきであること

は，制度趣旨や規範論から導かれるものであ

り．対応が求められる さらに，補助金等の

交付方法については，現状では所有者に整備・

維持管理のインセンティブを与える制度とな

っていないことから，改善が求められる

なお，本稿で具体的な数値とともに議論で

きた範囲は，自治体等の決算書において，支

出項目として示されるもののみであった し

かしながら．費用負担の全体像を明らかにす
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るためには． 心決算書等で明示されない歳入

や歳IJ'r.①所有者の自己負担．（玄｝ボランテイ
ア等の所有者以外の負担について明らかにす

る必要がある．特lこめの関係では租税支出や

地方財政措置，①と①の関係では鎌倉風致保

存会の位置づけや問団体に対する財政支出の

検証が求められるが，これらは今後の課題と

する

※本稿は，日本地方財政学会第21回大会（専

修大学）報告論文を大幅に加筆修正したもの

であり. 2014年12月に提出した博士学位請

求論文の一部古研究論文の形にまとめ直し

たものである．本稿をまとめるにあたり．調

査にご協力いただいた皆様に．心より御礼を

申し上げたい．なお本研究は，損保ジャパン

日本興亜環境財団，農林中金寄附講義自然資

源経済論プロジェクトからの助成を受けた研

究成果の一部である

注

1 ）分類軸は裂なるが.Throsby (2010）は文化

政策に関わる政策丁二段として。同様の内符を

提示している

2）これは，後述する原悶荷負担の適ff]と解釈す

ることができる こうした権利配分と費胤負

担に関する議論は. Coase (1960）などに起

源をもっ

3）特定値でなく. I隔をもっ場合もある なお

Hodgeは。 もともと都市｛fllと農村部で行為規

制に対する補償支払いのあり ）jに差興がある

点を考察するために，参照水準の考え方をも:l

示した（Hodge1989）.参！！古水準の概念は．

その後OECDにおける農業環境政策の分析枠

組みとしても利片jされている（OECD2001, 

2010など）

4）詳細iは寺（Jq( 1997). Hodge (2000）.古本J(2013) 

などを参照

5 ) 8村（2013）では．「Polluter」を 「汚染宥」

としたが Hodge(2000）で想定されている

「pollutionJの内容は．農薬使111によるいわゆ

る「汚染」から．アメニティの質の「劣化」

まで合む したがって。「PolluterJを.H?i- M.~ 

卜I汚染行」より！よい内符を析すと考えられる

I Ji;u刈？，・Jとしている

6）山村 （2013）では「JJ;O'Iリとしたがれ判配

分の考えんであることを l~JiJ立するため．本航

では「州」とする なおJ,C.;1刈J＼りは.;l~ JI] :!'.'! 111. 

:/'iーがり｜き｝包こした！日（附の科！文に応じたずttu配

分を指す

7 l PPPのみでは限界があることも指摘されてい

るが （ltJ：本 2007など） この点については日IJ

の機会に論じる．

s i ¥+ 6 r白j様．「J＼~」とする なお. 1;c.；能烈は費flJ

t'! !IJ ＇：／＇）·の~＇！1.IJ能力の税J正に応じた負担配分を．

応任期は費m負担Ii伝が享受する使益の税皮に
応じた負！Et配分を．応関型は'A'’m負担者の関
与 （費用負担l者が果たすべき責任ある関与ーと．

1.1( ttJ fl 1.1!字；・の自発的関勺に分けられる）の程

度に応じたi~ ：m配分をそれぞれ指す。

9) [l本の主な論者として．寺凶俊一， 古FH文利。

植川和弘．諸宗微を挙げることができる（除

本2004). このうち．納旧 (1996,2005）は「費

JI]負初版MIJJ.「適用されるべきJ.諸富（2002a)

は「配分のルール」といった観点から論じて

いることから．規範的な費m負担のありんに
ついて論じていると判断できる

10）例えば関（2013）は．「環境政策上の費用負制

のあり方は.Cl.'i＇］染者 （！点凶者）負fll.①受
益者（利JlJ者）負担．①公的（財政）負担の

ごうつに大別される」（p.109）とし其出（2012)

は諸富（2008b）を前提に議論を展開している

なお．諸富（2008b）は諸富（2002a）とほぼ

同じ指摘をしている またThrosby(2010）も．

））；~凶符負担に明示的な言及はないが． 他の 2

つの考え方を基本にしていると判断できる

11）いわゆる「広義の受経肴負制」までを内谷と

する 具体的な分類はHl1l1(1990）を参！＇（l,.

12）植HI0996, 2005). 諸寓（2002a）に加え，原

凶者負担については山本 (1989）.除本（2007)

を． 受主主有負担1については手Ill日（1972）。；店本

(1976），藤川 (1980).11 l本 0989).HM1 (1990) 

を主に参照している

13）この点の阿併は。山本 (1989）を参照。

14）これはナショナル・ ミニマムに関わる事項と

いえる．

15）以ト．の分類は 1:1然保護やアメニティ保全に

｜提lわる続貨の先行1iJI究（験終 2013など）にお
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,1, M！~rt\tの紙j血保全のための ＇I'!Ill Ci Ji I-It~ 政幻［＇，の分析を＂＇心に

いて’ i：に 1友会 ＇i'i 川と~；If1.¥ 11'1' Ji!! 'j 'i川にf.I,；、，l
あてられてきたことを念日ij（にii'i:l、ている :311 j~ 全で、 'f:./IJI I·今 Hiれている t古·I イ、ベコ倒』；~；、を f~Wt'ii: J 

16) t~備とはl!比イfの1犬態カ、らよりよい水市ーまで t'l 本・ f~WWHt として指定するものであり， ffi

を，・，白’jめること＇ *If令1.¥1'¥'JI［！とは（ ~良 f1iii によつて 〉じされると Ijカ、ら:fillU)J令のうと付を受けること

述）戊された） 't'lを剥tJ午することを

る 32) f1~'1clメj』kなととの士J象 l式J.点｜付における｜｜｜林 JJ；（野

17) df紺｜は守鎌余diiii lと縦さん委ti会科1i(1994) 均の191イrri・に 紋J也保全のための奨励金をうど

などを参！！（（ f.Jする制度

18）特に 1960年以降は11f1ド4000人規模で人11が 33l fH亡illi動の民間については．例えば鎌食の j'j

増加したー 然を守る述介会（2008）を参！！（＇.

19）鎌倉議会史編さん委員会縞，j(1969）によれば、 34) i守系総i也は隣接する鎌余ii・央公閣の拡大｜メー域．

1955～ 1965年までの約 10J,ドt::Jにdit-或の 11% 常盤JIJ緑地は特別緑地保全地｜え広町緑地は

が宅地等に開発された 都市公｜羽として．それぞれ保全されることに

20）詳細は．「鎌余市緑の法本計匝！［」を参照 なった．

21)詳細は。岡村（2004）や稲本ら（2009）など 35）鎌余市内での本絡的な運用は2009年ーからで，

を参照 2011 年度末で2.3haとなっている

22）占部法については．例えば｜河村（2004）を参！！＼t 36）緑地の管珂！に関わる所：fj折の負担lを低減する
23）現在は同仁交通大t~i. ために．保全区域などdi内の対象緑地につい

24）制定当初は. ffi設大！日が指定することができ て。所有有のLjl請に基づき市が伐採や枝払い

るとされていたが，新都rri計画法の制定によ などを行う

り．都市計画に定めることができるとされた 37）市街化以域の 1000ぱ以ートーの緑地を対象に．原

25）首都圏近郊緑地保全法．近縫｜輔の保全区域の 日lj10 年間の緑地保全契約を所有者と結ぶもの

整備に関する法律に基づく地域指定同特別 である 契約を締結すると．緑地保有にかか

地区も同様 る同定資産税．都市計i向i税．特別士地保右税

26）都市緑地保全i去に基づく地域指定（法改正に 相当額と現状維持に対する助成金を受けとる

より特別緑地保全地区と改称）． ことができる

27）都市計画法の詳細については．例えば生川 38）市街化調整区域で、あっても．例外的に許可さ

(2010）を参照． れるケースがあることには注怠が必要て、ある

28）ただし民間企業・ J・地所有符側と行政側双 （生ff!2010 : 208-209) 

方の対立的な利害関係を調整するための手段 39) 2009年9Ji 18日神奈川県告示。

が法制度の中に組み込まれなかった結果．行 40l第3節で示した事業やその財源に関する以f

政側は受け身の形で区域以分を実施せざるを の値は．文末に記した利用資料に加え．県と

えず，「結果として，本来都市が必要とする範 市の担当課提供資料を棋に推計した また，

聞を超える量の地域が市街化｜豆城に指定」（'i'. 各稀：制度の運用而は日本公開緑地協会編

EH 2010 49-50）された点には注恵、が必要であ (2009, 2012）を参照した。なお県は，かなが

る． わトラストみどり財団（都市近郊から山地の

29）当時の開発状況については．永野（1987）を 緑地までを対象に．緑地保全活動を行う団体）

参照ー や．かながわトラストみどり基金（トラスト

30）都市緑地保全法は守 1995年に所布者との契約 運動を展開していくための財源で．県からの

によって設置する市民緑地制度が創設される 財源や基金収入．為：付等によって構成）を通

など．いくつかの改正を経て， 2004年には都 して，総地保全の役割を一部判っている た

市緑地法に改正された。この改正によって． だし県のfl{JI分のみを取り／］＇，すことができ

総地保全地lえが特別緑地保全地｜ベと改称され ないため ここでは除外した

たほか， JuiII'.制によりコントロールする緑地 41) 2011 'iJ：に近郊緑地特別保全地以が指定される

I
 

E
U
 



IM政と公共政策 的：l7~第 l り（）迫径約 57 り） 2015 11' 5 JJ 

まで l•iJ 地｜メの折定はなく. di ｜付の%7JIJK<t地保

全地lメーは， リiがl'i人れ先となっている．

42）部di';¥-J' 1111j 'Jr＊のlI (1<.Jfえである行ISdi,i1・11hif$1.の税

11xは. 11f'.I＇度中＇J30位、jlJf'i'J文となっている

43) it 40参mt

44）街地の場介‘ ＿iji.{j'J立の文II'.彼lは少ないが．永

続的lこ総地を石H-t：できるか不Mliかであるなど

川＠1.＇.（もある

45）年度ごとの単純、l’ j~J では. 1！！の購入する 1－地

のIiがlm三九たり 2hl1H!i!J主： ，.，·：，~ 、

46）ただし特別緑地保全地｜メについて， lOha木i1:l.J

は111＇が決定主体 ．

47）所イ1者の意向も 、月然関係しているが. 1988年

に6条地区が570.6haへ拡大. 2011年に近郊

緑地特別保全地医が13lha指定されたことを

除色県による地域指定の大きな変更はほと

んどない

48）市内は急斜1fiiの緑地が多く．規模の経済制が

働いているとは考えにくい．

49）当該JtJj間に開発の不許可処分に対するtr¥失補

償はなされていない

50）補助金の単frtliは．自然保護奨励金で 1.2l1J I rri. 

保存樹林で7円／ぱ（2011年度は6.7円Irrll. 

緑地保全契約で20PJ Iぱ（2011年度は 18l1J I 

rri. また実際の交付額は当該＂ F皮の固定資産

税等相当額との合計）

51）宅地に隣接する自然林が中心である（鎌倉市

資料参照）．

52) 2006年7月に策定された「鎌倉市総の基本百｜

i副」では．中間］年次（2015年）で11.6rrl／人

目標年次（2025年）で18.5ぱ／人となっている

53) 2003～201 1年度のみで寄付金総額は約7000

)j jIJ. 1986年度以降の総額は約 I億 5000)j 

円となっている

54）市のHP等で，使途や寄付傾等が公開されて

いる．

55）議：付に関する議論は．フイランソロピーや

NPOの経済学的分析（山内 1997）.文化経済

学の領域（後藤2013）などで研究蓄積があか

これらの議論を踏まえた検証が求められるが

詳細な検討は別の機会に論じる

56）もちろん. t1止符の参！日i水準のr'f考も重要な論
／，（で、ある また 2012年度以降．いくつかの制

度改正がなされたが，これらの点に｜射しては

日ljの機会に，；命じる
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